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(単位：円）

前　年　度 当　年　度

4,619,459,879 4,518,178,118

4,557,188,175 4,441,131,984

50,154,412 63,676,841

13,452,174 17,296,581

10,030,477 8,405,433

△ 11,365,359 △ 12,332,721

48,106,793,285 46,959,302,803

47,682,084,210 45,952,017,724

76,503,978,557 75,629,368,614

△ 30,380,486,604 △ 31,268,821,702

△ 867,528,281 △ 867,528,281

232,170,219 232,170,219

△ 57,964,387 △ 64,588,667

3,647,877,926 3,663,638,276

△ 1,578,154,369 △ 1,629,770,728

57,497,994 102,152,031

124,693,155 155,397,962

124,788,942 481,475,264

20,266,933 18,615,697

20,266,933 18,615,697

265,736,058 489,821,470

219,882,172 219,882,175

△ 187,258,360 △ 190,189,560

225,951,608 407,470,035

59,521,248 81,383,764

△ 52,360,610 △ 28,724,944

26,590,470 29,368,395

26,590,470 29,368,395

3,255,214 3,253,540

3,255,214 3,253,540

△ 15,928,542 △ 15,249,287

52,726,253,164 51,477,480,921

そ の 他 の 資 産

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

資　産　合　計

土 地 資 産

建 物 等 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 事 業 資 産

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

そ の 他 流 動 資 産

長 期 事 業 未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

賃 貸 施 設 等 資 産

賃 貸 事 業 資 産

賃 貸 住 宅 資 産

減 価 償 却 累 計 額

長 期 前 払 費 用

サ ー ビ ス 付 高 齢 者 住 宅 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

減 損 損 失 累 計 額

事 業 用 土 地 資 産

前 払 金

賃 貸 資 産 建 設 工 事

貸　　　借　　　対　　　照　　　表　

未 収 金

科    　　　　　　目

現 金 預 金

令和 8年 3月31日現在

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金
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(単位：円）

前　年　度 当　年　度

6,452,068,527 2,308,571,397

5,324,874,559 1,123,936,014

694,854,688 740,320,849

144,450,170 168,429,080

287,861,457 273,454,374

27,653 2,431,080

23,568,571,439 26,104,740,309

17,659,474,440 20,240,838,426

685,201,467 677,911,007

2,095,089,974 1,839,572,431

2,766,600,462 2,843,475,455

273,240,163 296,744,839

2,493,360,299 2,546,730,616

362,205,096 502,942,990

30,020,639,966 28,413,311,706

4,600,000 4,600,000

22,701,013,198 23,059,569,215

8,947,512,547 8,947,512,547

13,420,408,212 13,420,408,212

333,092,439 691,648,456

22,705,613,198 23,064,169,215

52,726,253,164 51,477,480,921

資 本 金

預 り 保 証 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金

流 動 負 債

科　    　　　　　目

前 受 金

繰 延 建 設 補 助 金

未 払 金

次 期 返 済 長 期 借 入 金

（　一　般　会　計　）

貸　　　借　　　対　　　照　　　表　

預 り 金

固 定 負 債

そ の 他 の 流 動 負 債

長 期 借 入 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金

計 画 修 繕 引 当 金

［　負　債　合　計　］

そ の 他 固 定 負 債

利 益 剰 余 金

負 債 及 び 資 本 合 計

［　資　本　合　計　］

特 定 目 的 積 立 金

平成　20年　3月　31日現在
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自　令和 7年 4月 1日

至　令和 8年 3月31日 (単位：円）

前　年　度 当　年　度

7,909,300,190 8,054,117,236

4,544,210,917 4,566,953,690

4,312,571,128 4,324,606,178

4,217,443,529 4,231,109,761

4,318,560 4,318,560

90,809,039 89,177,857

13,427,311 13,780,622

218,212,478 228,566,890

3,365,089,273 3,487,163,546

3,365,089,273 3,487,163,546

3,365,089,273 3,487,163,546

7,371,911,357 7,641,300,339

4,052,841,293 4,180,948,751

3,903,494,700 4,028,285,349

3,827,662,232 3,950,019,296

4,305,836 4,549,920

71,526,632 73,716,133

12,353,285 10,999,074

136,993,308 141,664,328

3,319,070,064 3,460,351,588

3,319,070,064 3,460,351,588

3,319,070,064 3,460,351,588

136,130,878 139,059,498

401,257,955 273,757,399事 　　業　　 利　　 益

一 般 管 理 費

管理受託住宅管理事業原価

公 共 団 体 住 宅 管 理 事 業 原 価

公 営 住 宅 等 管 理 事 業 原 価

勤 労 青 年 共 同 宿 舎 管 理 事 業 原 価

特 優 賃 住 宅 等 管 理 事 業 原 価

賃 貸 施 設 管 理 事 業 原 価

賃 貸 管 理 事 業 原 価

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 原 価

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業 原 価

サービス付高齢者住宅管理事業原価

事 業 原 価

管理受託住宅管理事業収益

公 共 団 体 住 宅 管 理 事 業 収 益

サービス付高齢者住宅管理事業収益

公 営 住 宅 等 管 理 事 業 収 益

損　　　益　　　計　　　算　　　書

科                目

事 業 収 益

賃 貸 管 理 事 業 収 益

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 収 益

賃 貸 施 設 管 理 事 業 収 益

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業 収 益

勤 労 青 年 共 同 宿 舎 管 理 事 業 収 益

特 優 賃 住 宅 等 管 理 事 業 収 益
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(単位：円）

前　年　度 当　年　度

17,237,103 24,307,369

4,038,579 10,399,051

7,210,309 9,121,718

5,988,215 4,786,600

26,841,360 27,815,493

26,841,360 27,815,493

391,653,698 270,249,275

287,499 105,366,893

287,499 105,366,893

261,584,133 17,060,151

147,197,324 1,108,363

0 15,951,788

114,386,809 0

130,357,064 358,556,017

114,386,809 0

244,743,873 358,556,017

特 定 目 的 積 立 金 取 崩　

経 　　常　　 利　　 益　

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

当　　期　　純　　利　　益　

雑 収 入

そ の 他 経 常 費 用

雑 損 失

そ の 他 経 常 収 益

受 取 利 息

補 助 金 等 収 入

科                目

当　　期　　総　　利　　益　

減 損 損 失
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自　令和 7年 4月 1日

至　令和 8年 3月31日 (単位：円）

前年度 当年度

期首残高 8,947,795,041 8,947,512,547

当期増加高又は減少高 △ 282,494 0

非償却資産取得補助金の取崩による減少高 △ 282,494 0

期末残高 8,947,512,547 8,947,512,547

期首残高 13,355,323,123 13,420,408,212

会計方針の変更に係る累積的影響額による増加高 64,802,595 0

会計方針の変更を反映した期首残高 13,420,125,718 13,420,408,212

当期増加高又は減少高 282,494 0

130,357,064 358,556,017

非償却資産取得補助金からの振替による増加高 282,494 0

賃貸事業資産積立金への積立による減少高 △ 244,743,873 △ 358,556,017

賃貸事業資産積立金からの振替による増加高 114,386,809 0

期末残高 13,420,408,212 13,420,408,212

期首残高 202,735,375 333,092,439

当期増加高又は減少高 130,357,064 358,556,017

244,743,873 358,556,017

△ 114,386,809 0

期末残高 333,092,439 691,648,456

期首残高 22,505,853,539 22,701,013,198

当期増加高又は減少高 195,159,659 358,556,017

期末残高 22,701,013,198 23,059,569,215

剰　　　余　　　金　　　計　　　算　　　書

項                目

利
益
剰
余
金

資
本
剰
余
金

当期純利益

特
定
目
的
積
立
金

合
計

賃貸事業資産積立金の積立による増加高

賃貸事業資産積立金の取崩による減少高
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自　令和 7年 4月 1日

至　令和 8年 3月31日 (単位：円）

前　年　度 当　年　度

事業活動によるキャッシュ・フロー 1,454,654,839 1,603,242,365

賃貸管理事業活動による収支 1,700,390,549 1,729,387,180

賃貸住宅管理事業の収支 1,532,547,055 1,554,291,340

4,052,642,598 4,276,864,729

△ 2,520,095,543 △ 2,722,573,389

サービス付き高齢者向け住宅管理事業の収支 7,058,874 8,216,472

12,566,002 12,991,090

△ 5,507,128 △ 4,774,618

賃貸施設管理事業の収支 160,784,620 166,879,368

218,806,582 229,958,925

△ 58,021,962 △ 63,079,557

管理受託住宅管理事業の収支 36,637,056 13,903,751

公共団体住宅管理事業収支 36,637,056 13,903,751

3,345,810,389 3,466,612,643

△ 3,309,173,333 △ 3,452,708,892

一般管理活動による収支 △ 131,963,051 △ 140,464,035

その他経常損益に係る収支 △ 7,049,706 △ 2,535,984

特別損益に係る収支 △ 143,360,009 2,951,453

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 201,155,400 △ 99,723,997

事業資産形成活動による収支 △ 200,756,300 △ 450,665,226

賃貸事業資産形成による収支 △ 147,349,516 △ 228,722,358

賃貸住宅資産形成の収支 △ 147,349,516 △ 228,722,358

△ 147,349,516 △ 228,722,358

事業用土地資産形成による収支 △ 53,406,784 △ 221,942,868

△ 53,406,784 △ 221,942,868

その他の投資活動による収支 △ 399,100 350,941,229

有形固定資産形成による収支 △ 399,100 350,941,229

その他の固定資産形成の収支 △ 399,100 350,941,229

△ 399,100 350,941,229

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,275,599,085 △ 1,619,574,559

事業活動に係る資金の返済による支出 △ 3,655,599,085 △ 5,324,874,559

賃貸管理事業に係る借入金の返済による支出 △ 3,655,599,085 △ 5,324,874,559

その他の財務活動に係る資金の調達及び返済による収支 2,380,000,000 3,705,300,000

長期資金借入の借入による収入 4,831,624,647 3,793,000,000

長期資金借入の返済による支出 △ 2,451,624,647 △ 87,700,000

△ 22,099,646 △ 116,056,191

4,579,287,821 4,557,188,175

4,557,188,175 4,441,131,984次期繰越金（現金及び現金同等物）

賃貸住宅建設による支出

事業用土地造成等による支出

資産形成による収支

当　期　中　の　資　金　収　支　合　計

前期繰越金（現金及び現金同等物）

公共団体住宅管理事業による収入

公共団体住宅管理事業による支出

キャッシュ・フロー計算書

賃貸管理事業による収入

賃貸管理事業による支出

賃貸施設等管理事業による収入

賃貸施設等管理事業による支出

サ高住管理事業による収入

サ高住管理事業による支出

-6-



注  記  事  項 

１ 重要な会計方針等 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）賃貸事業資産 

   建物等資産 

・償却方法：定額法 

   ・耐用年数：（資産計上方法等に関する旧基準適用資産）鉄筋コンクリート造の住宅 50 年以内 

         （資産計上方法等に関する新基準適用資産）法人税法に規定する耐用年数 

（２）有形固定資産 

   建物等資産及びその他の有形固定資産 

・償却方法：定額法 

   ・耐用年数：法人税法に規定する耐用年数 

（３）無形固定資産 

・償却方法：定額法 

   ・耐用年数：法人税法に規定する耐用年数 
 

２ 引当金の計上基準 

（１）計画修繕引当金 

賃貸事業資産の経年劣化等に対処するために、将来の一定期間内に計画的に実施する修繕工事

に要する費用の額（計画額）を基礎として計上する。各年度の計画額のうち、当期において負担

すべき金額として一定期間内に均等に配分した額の合計額を計上している。 

（２）貸倒引当金 

賃貸管理事業未収金、長期事業未収金その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別

に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上している。 

（３）退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、期末要支給額の全額を計上している。 
 

３ 特定目的積立金の計上基準 

賃貸事業資産積立金 

前年度から、賃貸事業資産にかかる減損損失の発生等に備え、当期の利益の範囲内で賃貸事業資

産積立金を計上している。 

 前年度 当年度 

繰入額 244,743,873 円 358,556,017 円 

取崩額 114,386,809 円 0 円 
 
 

４ 収益及び費用の計上基準 

（１）賃貸管理事業 

顧客との賃貸借契約に基づき住宅等の賃貸を行っており、賃貸住宅の家賃等についてはリース

取引に該当するものとして収益を認識している。また、賃貸住宅等の共用部の維持管理業務の対

価である共益費については、日々のサービス提供によって顧客が便益を享受していると判断し、

契約期間の経過に応じて１か月ごとに収益を認識している。 

（２）管理受託住宅管理事業 

顧客との受託契約に基づき公営住宅の管理を行っており、入居者の募集や家賃の徴収などの事

務業務及び施設の維持修繕や設備の保守点検などの営繕業務について履行義務を負っている。こ

れらの履行義務は、同一決算報告期間の期末までに充足されることが約束されていることから、

すべての履行義務を完了した時点で取引価格をもって収益を認識している。 
 

５ 建設期間中の支払利息等の原価算入方法 

  賃貸資産建設工事 

賃貸事業資産の建設工事に関連する借入金の利息及び特定の管理費用で、当該建設工事完了まで

のうち正常な期間内のものは、原価に算入している。 

 前年度 当年度 

算入額 0 円 0 円 
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６ リース取引の処理方法 

リース取引に係る会計処理については、「地方住宅供給公社会計基準」に基づき、ファイナンス・

リース取引については原則として通常の売買取引に係る方法に準じて、会計処理を行っている。た

だし、個々のリース資産に重要性が乏しいと認められる場合には、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じて会計処理を行っている。 
 

７ 消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
 

８ その他重要な事項 

（１）固定資産の減損に係る会計基準 

「地方住宅供給公社に係る減損会計処理基準」に従い、賃貸事業資産については団地を単位と

してグルーピングを行い、減損の兆候が認められる資産グループについて、当該資産グループか

ら得られる割引前キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上している。 

なお、減損損失累計額については、償却資産は間接控除、非償却資産は直接控除をしている。 

（２）資産取得時の資産計上方法等に関する会計処理 

賃貸事業資産等を新たに取得した場合の資産計上の方法については、「固定資産管理の改善に

関するガイドライン」（全国住宅供給公社等連合会により平成 31 年 4 月 1 日制定）に基づき、建

物等資産を、建物、建物附属設備、構築物、備品等の種類別に区分し固定資産に計上している。 

また、計上した資産は、各資産の耐用年数により減価償却を行っている。 
 

９ 重要な会計上の見積り 

（１）固定資産の減損 

   ① 当年度の財務諸表に計上した金額 

     補足情報「特別損益の主要なものについて」に記載のとおり。 

   ② 財務諸表利用者の理解に資する情報 

    ア 算出方法 

「８ その他重要な事項」に記載のとおり。 

    イ 主要な仮定 

将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、当該資産グループの事業収入及

び事業費用であり、直近の事業収支の状況を基に見積りを行っている。 

    ウ 翌年度の財務諸表に与える影響 

事業環境等の変化が主要な仮定に影響し、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下

回る場合には、追加の減損損失が発生する可能性がある。賃貸事業資産等の減損処理状況は、

補足情報「２ 賃貸事業資産等について」に記載のとおり。 

（２）計画修繕引当金 

① 当年度の財務諸表に計上した金額 

     計画修繕引当金  2,546,730,616 円 

   ② 財務諸表利用者の理解に資する情報 

    ア 算出方法 

「２ 引当金の計上基準」に記載のとおり。 

    イ 主要な仮定 

見積りの基礎となる修繕計画の主要な仮定は、修繕工事の実施時期及び費用であり、実施

時期は当公社における計画修繕工事の標準的な実施年数により、修繕費用は直近の同種工事

の実施額により見積もっている。 

    ウ 翌年度の財務諸表に与える影響 

賃貸事業資産の個別の劣化状況等の変化又は建設物価等の変動等により修繕計画に変更

があった場合は、計画修繕引当金に影響を及ぼす可能性がある。 
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２ 補足情報 

Ⅰ 貸借対照表に関する事項 

１ リース取引について 

・主なリース資産 

   車両外 

・未経過リース料の期末残高 

 前年度 当年度 

１年以内 11,547,156 円  12,166,214 円  

１年超 44,706,974 円  37,360,285 円  

合計 56,254,130 円  49,526,499 円  
 
 

２ 賃貸事業資産等について 

「地方住宅供給公社に係る減損処理基準」に基づき、減損処理に係る会計処理を行った資産の状

況は、以下のとおりである。 

【前年度】 

種別 
資産の 

グループ数 

減損処理の状況 

兆候 認識 計上 

賃貸事業資産 75 団地 11 団地 ３団地 １団地 

有形固定資産 ５団地 ０団地 ０団地 ０団地 

【当年度】 

種別 
資産の 

グループ数 

減損処理の状況 

兆候 認識 計上 

賃貸事業資産 73 団地 11 団地 ４団地 ０団地 

有形固定資産 ６団地 ０団地 ０団地 ０団地 
 
 

Ⅱ 損益計算書に関する事項 

特別損益の主要なものについて 

（１）固定資産売却益の内訳 

内容 前年度 当年度 

土地・建物の売却 287,499 円  105,366,893 円  

（２）固定資産除却損の内訳 

内容 前年度 当年度 

建物の取壊等 147,197,324 円  1,108,363 円  

（３）固定資産売却損の内訳 

内容 前年度 当年度 

土地・建物の売却 －円  15,951,788 円  

（４）減損損失の内訳 

種別 前年度 当年度 

賃貸事業資産 114,386,809 円  0 円  
 
 

Ⅲ その他の補足情報 

  － 
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　令和８年３月３１日現在 (単位：円）

内　　容 数量等 金　　額

4,518,178,118

4,441,131,984

509,410

4,440,622,574

普 通 預 金 福岡銀行等6行 765,087,149

定 期 預 金 福岡銀行等5行 3,626,600,000

郵 便 振 替 貯 金 福岡中央郵便局 48,935,425

63,676,841

63,676,841

家 賃 等 61,799,331

家 賃 等 794,910

家 賃 等 951,500

宅 地 使 用 料 131,100

17,296,581

17,296,581

火 災 保 険 料 等 14,713,535

前 払 利 息 2,583,046

8,405,433

新長浜団地建替等事業等 6,945,028

そ の 他 の 仮 払 金 等 1,460,405

△ 12,332,721

△ 12,332,721

46,959,302,803

45,952,017,724

75,629,368,614

74,125,980,862

土 地 609,423.86㎡ 27,417,536,545

建 物 等 8,591戸 46,708,444,317

179,839,397

土 地 3,345.21㎡ 108,233,255

建 物 等 86室 71,606,142

1,323,548,355

建 物 等 110戸 1,323,548,355

△ 31,268,821,702

一 般 賃 貸 住 宅 △ 30,618,524,156

勤 労 青 年 共 同 宿 舎 △ 71,606,138

特 優 賃 住 宅 等 △ 578,691,408

△ 867,528,281

一 般 賃 貸 住 宅 △ 867,528,281

232,170,219

建 物 等 18室 232,170,219

サ 付 高 齢 者 向 け 住 宅 △ 64,588,667

一般賃貸住宅管理事業未収金

固 定 資 産

前 払 金

貸 倒 引 当 金

立 替 金

管 理 事 業 前 払 金

仮 払 金

その他流動資産

賃 貸 店 舗 等 管 理 事 業 未 収 金

賃 貸 宅 地 管 理 事 業 未 収 金

財　　　　産　　　　目　　　　録

金　　額

特優賃住宅等管理事業未収金

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

区　　　　　　分
内　　　　　　　　訳

事 業 未 収 金

流 動 資 産

現 金 預 金

現 金

預 金

未 収 金

減 損 損 失 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

サービス付高齢者住宅資産

特 優 賃 住 宅 等

家 賃 等 貸 倒 引 当 金

一 般 賃 貸 住 宅

勤 労 青 年 共 同 宿 舎

賃 貸 事 業 資 産

賃 貸 住 宅 資 産

減 価 償 却 累 計 額
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内　　容 数量等 金　　額

3,663,638,276

2,651,239,091

土 地 - 315,622,604

建 物 等 28店舗 2,335,616,487

72,827,528

土 地 528㎡ 528

建 物 等 3棟 72,827,000

939,571,657

土 地 18,717.80㎡ 939,571,657

△ 1,629,770,728

賃 貸 店 舗 等 △ 1,588,405,062

構 築 物 △ 41,365,666

102,152,031

102,152,031

工 事 費 59,523,224

事 務 費 42,628,807

155,397,962

火 災 保 険 料 等 155,397,962

481,475,264

481,475,264

事 務 費 481,475,264

18,615,697

18,615,697

譲 渡 代 金 割 賦 金 18,615,697

489,821,470

219,882,175

社 屋 等 14か所 219,882,175

△ 190,189,560

社 屋 等 14か所 △ 190,189,560

407,470,035

社 屋 土 地 等 6か所 407,470,035

その他の有形固定資産 81,383,764

174件 81,383,764

△ 28,724,944

174件 △ 28,724,944

29,368,395

その他の無形固定資産 29,368,395

ソ フ ト ウ ェ ア 業務系システム等 26,300,115

水 道 施 設 利 用 権 口径別納付金 3,068,280

その他の固定資産 3,253,540

3,253,540

AEDリース保証金等 3,246,000

小笹団地等13団地 7,540

△ 15,249,287

△ 15,249,287

そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

賃 貸 資 産 建 設 工 事

一 般 賃 貸 住 宅 建 設 工 事

工 具 器 具 備 品

有 形 固 定 資 産

事 業 用 土 地 資 産

事業用土地資産

長 期 前 払 費 用

長 期 事 業 未 収 金

内　　　　　　　　訳
金　　額

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

51,477,480,921

貸 倒 引 当 金

敷 金 保 証 金

資　産　の　部　　合　計

長期事業未収金貸倒引当金

そ の 他 の 土 地

賃 貸 施 設 等 資 産

賃 貸 店 舗 等

区　　　　　　分

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

建 物 等 資 産

その他事業資産

賃 貸 宅 地

分 譲 住 宅 自 己 資 金 猶 予 金

土 地 資 産

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 前 払 費 用
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内　　容 数量等 金　　額

2,308,571,397

次期返済長期借入金 1,123,936,014

　　　 1,123,936,014

219,031,386

904,904,628

740,320,849

733,822,149

243,921,413

40,015

2,593,498

212,769

1,718,867

452,464,569

32,871,018

6,498,700

6,498,700

168,429,080

168,429,080

家 賃 等 157,606,250

家 賃 等 562,470

家 賃 等 55,400

家 賃 等 4,333,560

家 賃 等 5,871,400

273,454,374

所 得 税 等 256,652,019

所 得 税 等 16,802,355

その他の流動負債 2,431,080

2,431,080

26,104,740,309

20,240,838,426

20,240,838,426

6,796,016,267

13,444,822,159

677,911,007

544,971,007

132,940,000

長 期 借 入 金

事 業 資 金 借 入 金

保 証 金

金 融 機 関 借 入 金

住 宅 金 融 支 援 機 構 借 入 金

預 り 保 証 金

敷 金

公共団体住宅管理事業預り金

事 業 未 払 金

賃 貸 宅 地 管 理 事 業 前 受 金

そ の 他 の 未 払 金

サービス付高齢者住宅管理事業未払金

サービス付高齢者住宅管理事業前受金

賃 貸 店 舗 等 管 理 事 業 未 払 金

事 業 前 受 金

前 受 金

預 り 金

一般賃貸住宅管理事業前受金

固 定 負 債

事 業 資 金 借 入 金

住 宅 金 融 支 援 機 構 借 入 金

賃 貸 店 舗 等 管 理 事 業 前 受 金

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

区　　　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　額

流 動 負 債

仮 受 金

金 融 機 関 借 入 金

そ の 他 未 払 金

特優賃住宅管理事業前受金

勤労青年共同宿舎管理事業未払金

未 払 金

一般賃貸住宅管理事業未払金

特優賃住宅等管理事業未払金

そ の 他 の 預 り 金

そ の 他 の 事 業 未 払 金

管理受託住宅管理事業未払金
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内　　容 数量等 金　　額

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

区　　　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　額

1,839,572,431

1,839,572,431

2,843,475,455

296,744,839

2,546,730,616

502,942,990

301,586,371

201,356,619

内　　容 数量等 金　　額
4,600,000

23,059,569,215
8,947,512,547

5,745,133,445

3,202,379,102

13,420,408,212

691,648,456
691,648,456

未 成 原 価 仮 勘 定

その他固定負債

退 職 給 付 引 当 金

計 画 修 繕 引 当 金

資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部

28,413,311,706負　債  の　部　合　計

内　　　　　　　　訳
金　　額区　　　　　　分

長 期 預 り 金

23,064,169,215

資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

資  本  の　部　合　計

利 益 剰 余 金

資産価額適正化評価差額金

特定目的積立金
賃貸住宅管理事業積立金

非償却資産取得補助金

引 当 金

繰延建設補助金

賃貸住宅建設補助金
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